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抄録

　欧米では１９７０年代後半頃より，建築物の室内環境に起因すると思われる居住者の健康影響や不快感

の問題が報告された．いわゆるシックビルディング症候群と呼ばれているものである．本稿では，

シックビルディング症候群の概要と日本の実態について解説する．シックビルディング症候群の症状

は，粘膜の刺激，皮膚の乾燥や紅斑等の症状，頭痛やめまいなどの非特異症状などがあり，特定の建

築物や居室内で就業中に増悪し，これらの場所から離れると改善または消失するのが特徴である．臨

床的に診断が可能な喘息や過敏性肺炎やレジオネラ症などを含むビル関連疾患とは明確に区別される．

これまでの疫学調査の結果から，シックビルディング症候群の要因としては，性別やアトピー体質な

どの個人要因，ダスト・揮発性有機化合物・微生物などの室内空気汚染物質，温湿度・照度・空調設

備・換気・清掃・設備の維持管理などの建築物に関わる要因が報告されている．著者らが，日本で

シックビルディング症候群に関連する症状の有症率と関連するリスク要因を調査したところ，１９９０年

代に調査された米国の大規模オフィスビルほどではないが，日本でもシックビルディング症候群の問

題が少なからず残っており，温湿度環境，薬品や不快臭，ほこりや汚れ，騒音，居室の改装，温湿度

や二酸化炭素の建築物環境衛生管理基準に対する不適合との関係等の可能性が示唆された．近年，温

湿度や二酸化炭素の建築物環境衛生管理基準の不適合率が増加しており，公衆衛生学的見地からも，

今後，これらの要因に関する詳細な調査を行い，より一層の対策を検討していく必要がある．
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Abstract

　Since the early 1970s, nonspecific building-related symptoms (BRSs), occasionally called sick building 
syndrome (SBS), have emerged as an occupational and environmental health issue in the United States 
and European countries. BRSs comprise respiratory (stuffy and irritated nose, cough, sore throat, and 
shortness of breath), ocular, skin, and nonspecific (fatigue and headache) symptoms that are temporally 
related to working in particular buildings. SBS must be distinguished from several well-defined building-
related illnesses (BRIs) that are caused by specific exposures in indoor environments and may, at least 
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I. はじめに

日本や欧米の先進諸国では，経済や産業の発達ととも

に，人口の都市部への集中が起こり，建築技術の進歩も

相まって，都市部を中心に大規模な建築物が多数建設さ

れた．建築物は，風雨や寒暑などの好ましくない外部環

境から居住者を守り，外敵の侵入を防ぐシェルターであ

るとともに，そこで過ごす居住者の生活や活動を支える

重要な生活基盤である．従って，安全性のみならず，健

康で衛生的な環境が保持されていなければならない．し

かしながら，このような建築物において，建築物の室内

環境に起因すると思われる居住者の健康影響が報告され，

これらの先進諸国を中心に，その実態調査や対策が進め

られてきた．いわゆるシックビルディング症候群（Sick 
Building Syndrome: SBS）と呼ばれるものである．
本稿では，シックビルディング症候群について，その

概念や関連するリスク要因等について紹介するとともに，

近年，著者らが日本で行った実態調査の概要を紹介し

たい．

II. シックビルディング症候群について

欧米では１９７０年代後半頃より，建築物の室内環境に

起因すると思われる居住者の健康影響や不快感の問題

が報告された．世界保健機関欧州事務局（World Health 
Organization Regional Office for Europe: WHO Europe）
は，１９８２年６月にドイツのネルトリンゲンで開催した専

門家会合において，シックビルディング症候群に関する

議論を行い，初めて報告書をまとめている[１]．
この報告書によると，シックビルディング症候群の症

状は，眼・鼻・喉の刺激，粘膜や皮膚の乾燥感，皮膚の

紅斑，倦怠感，頭痛，気道感染や咳の頻発，声のかすれ，

喘鳴，かゆみ，非特異的な過敏症状，吐き気，めまいな

どの特徴があり，ある集団でこれらの症状の発生頻度が

高く，それぞれの発症事例において，室内環境との関係

を特定するのが困難なものである．また，シックビルディ

ング症候群は，建築物の新築や改築直後に発生する一時

的なものと，およそ年単位で持続的に発生するものがあ

り，前者の症状は，建築物の新築や改築直後に建築材料

や塗料などから放散される揮発性有機化合物によるもの

で，症状は時間の経過とともに改善し，およそ半年後に

は大半の症状が消失する．しかし後者の症状は，室内空

気や換気設備などの調査を行っても明白な原因がみあた

らないものである [１]．シックビルディング症候群の症
状は，特定の建築物や居室内で就業中に増悪し，これら

の場所から離れると改善または消失するのが特徴であ

る [２-４]．
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in theory, be specifically diagnosed. BRIs include asthma, hypersensitivity pneumonitis, and 
legionnaires’ diseases. Previous epidemiological studies reported that various factors are associated 
with SBS. These include personality traits (female and atopy), indoor pollutants (dust, volatile organic 
compounds, and molds), building-related factors (thermal comfort, lighting, poorly maintained 
ventilation systems, and poor humidification systems), and work stress. We conducted a nationwide 
questionnaire survey to examine the association between environmental factors and BRSs among 
employees working in office buildings in Japan. The surveys were conducted from January 2012 to 
October 2012 in 315 offices with 3335 employees during winter and 307 offices with 3024 employees 
during summer. Prevalence of eye irritation, nonspecific symptoms, upper respiratory symptoms, lower 
respiratory symptoms, and skin symptoms related to the building were 12.1%, 14.4%, 8.9%, 0.8%, and 4.5% 
during winter and 18.3%, 14.1%, 6.7%, 0.9%, and 2.2% during summer, respectively. Multivariate analyses 
revealed that these BRSs were significantly associated with thermal comfort, dryness, odors, dust, and 
noise during both winter and summer. In addition, during summer, nonspecific symptoms were 
significantly associated with floor carpet, and upper respiratory symptoms were significantly associated 
with walls painted in the workplace in the preceding 3 months. Furthermore, nonconformance to the 
relative humidity standard during winter was significantly associated with eye irritation, upper 
respiratory symptoms, and skin symptoms, while nonconformance to the carbon dioxide standard 
during summer was significantly associated with nonspecific symptoms. This study suggests the 
importance of improving office environments in terms of factors affecting the health of employees, such 
as thermal comfort, dryness, odors, dust, and noise. This study also indicates that the excess ratios 
against the relative humidity and carbon dioxide standards should be decreased. Further detailed 
research examining the health effects of these environmental exposures in office buildings, and further 
actions to reduce the effects are needed to protect public health.

keywords: buildings, epidemiology, indoor air quality, sick building syndrome, work environment, 
occupational stress

(accepted for publication, 30th June 2014)



その後Kreissは，建築物の室内環境に起因すると思わ
れる居住者の健康影響について，病理学的にも診断が可

能な喘息，過敏性肺炎，レジオネラ症等の感染症などは，

ビル関連疾患（Building-Related Illnesses: BRIs）と分類
してシックビルディング症候群とは区別すべきだと提唱

している [５]．そして米国環境保護庁が以下のように両
者の概念を定義している [６]．シックビルディング症候
群では，①建築物の居住者は，頭痛，目や鼻や喉の刺激，

乾性咳，皮膚の乾燥やかゆみ，めまい，吐き気，集中力

の欠如，倦怠感，臭気過敏などの急性の不快症状を生じ

る，②これらの発症原因は不明である，③これらの症状

の大半は建物から離れると軽減される．ビル関連疾患で

は，①建築物の居住者は，咳，胸部圧迫感，発熱や悪寒，

筋肉痛などの症状を呈する，②これらの症状は，臨床的

に定義可能であり，明らかに特定可能な原因を有する，

③これらの症状は，建物から離れても快復するまでに長

期間要する可能性がある．

ビル関連疾患では，上記以外にも，鼻炎，呼吸アレル

ギー，建物内での感染症，加湿器熱，一酸化炭素や殺虫剤

などの有害物質への曝露に特徴的な症状などがある [７, ８]．
その原因としては，ウイルス，細菌，カビ，原虫などの

微生物やアレルゲン性化学物質などがあり，一般にシッ

クビルディング症候群よりも症状が重篤である．シックビ

ルディング症候群は，ビル関連症状（Building-Related 
Symptoms: BRSs）と呼ばれることもあり [９]，オフィスビ
ルだけでなく，学校，医療施設，介護福祉施設などの他

の建物でも生じる [１０]．また，北欧諸国では一般住宅に
対してもシックビルディング症候群の用語を適用してい

るが [１０]，その概念についてこれまで大きな変化はない．
シックビルディング症候群，ビル関連疾患ともに，国

際疾病分類第１０版（ICD-１０）において傷病名としては分
類されていない．しかし世界保健機関はICD-１０の解説書
において，汎発性で詳細不明の労働関連疾患としてシッ

クビルディング症候群を取り上げている．そして，明確

に定義された診断基準を定めることや，病因論に関して

結論を出すには時間が掛かるが，このような新しい問題

を特定可能にする，あるいは何らかのかたちで分類する

ことは，実態調査等を行うにあたりとても重要であると

している．また，ICD-１０の一般原則に従って，最も重大
な症状を一次診断，他の全ての症状を二次診断として

コード化するよう試みるべきであるとしている [１１]．日
本では２００２年，ICD-１０に対応した傷病名マスター及び標
準病名マスターにおいて，シックハウス症候群／シック

ビルディング症候群が登録され，基本分類コードとして

ICD-１０のT５２９（有機溶剤の毒作用：有機溶剤，詳細不
明）が付与されている．

III. シックビルディング症候群の疫学

シックビルディング症候群に関する最初の疫学研究は，

英国のFinneganらによるものであろう．Finneganらは，

１９８０年代初めに９つのオフィスビルに従事する１,３８５名
の事務員を調査したところ，頭痛，倦怠感，粘膜刺激の

症状を呈する従業員が多く，その有症率は自然換気方式

の建物よりも空調設備が設置された建物で有意に高かっ

たと報告している [３]．１９８７年には英国のBurgeらがさ
らに大規模な疫学調査結果を報告している．Burgeらは，
英国内で４２のオフィスビルに従事する４,３７３名の事務員
を調査したところ，約５０％の従業員で倦怠感，鼻づまり，

喉の渇き，頭痛などの症状を呈していた．また，胸部圧

迫感，呼吸困難などの下気道症状を呈する従業員は９％

であった．そして，空調設備が設置された建物での有症

率は，自然換気方式の建物の２倍以上であった報告して

いる [４]．
Skovらは，デンマークで１４のオフィスビルに従事す
る４,３６９名の事務員を調査したところ，目や鼻や喉など
の粘膜刺激症状が２０～３０％，頭痛や倦怠感や不快感など

の症状が２６～４１％であり，男性よりも女性で有意に有症

率が高かったと報告している [１２]．また，これらの症状
は，床のダストや敷物，換気方式などの建築室内環境と

関連していたが [１３]，ノーカーボン紙や複写機やVDT
（ビデオ表示端末装置）を用いる作業，職場のストレス

や仕事の質とも関連していたと報告している [１４]．
スウェーデンでも１９８０年代半ばに大規模な疫学調査が

実施され，約３０～５０％の従業員で粘膜刺激症状や頭痛や

倦怠感などの症状が観察されている [１５]．これらの調査
以降，欧米を中心に大規模な疫学調査が実施され，シッ

クビルディング症候群の要因などが研究されてきた．特に

米国環境保護庁は，BASE（Building Assessment Survey 
and Evaluation Study）と名付けた大規模な疫学調査を
１９９４年から１９９８年の間に２５州３７都市から無作為抽出され

た１００の大規模オフィスビルに対して実施している [１６]．
既往のレビュー論文などから [６, ８, １０, １７]，シックビル
ディング症候群に関連する要因を表１にまとめた．
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表１　シックビルディング症候群に関連する要因（文献 [６, ８, 
１０, １７] をもとに作成）

要因分類

・性別
・アトピー体質，気道過敏症個人

・単純労働（下働きの要素がより強い仕事）
・コンピュータの使用頻度が高い作業

・室内汚染物質（揮発性有機化合物，オゾン，タ
バコの煙，ダストや微粒子，燃焼生成物，真菌
や細菌などの微生物）
・外気からの汚染物質（自動車排ガス，建物から
の排ガス）

室内汚染

・カーペット使用，改装後
・低湿度，高い室内温度，不十分な温度管理
・不十分な照度管理
・空調設備が設置された建物，不十分な換気
・不十分な清掃や設備の維持管理
・水害

建物

・仕事の満足度，ストレス
・社会構造心理社会



IV. 日本の建築物衛生法と空気環境管理基準

日本では，戦後，経済の発展，人口の都市への集中，

建築技術の目覚ましい進歩等に伴って，都市部を中心に

大規模な建築物が多く建設され，ビル等の建築物の中で

１日の大半を過ごす人々が飛躍的に増大した．

建築物における衛生的環境の確保に関する法律（従前

の略称「ビル衛生管理法」．本報では，以下「建築物衛

生法」という．）は，不適切な建築物の維持管理に起因

する健康への影響事例が１９６０年代にいくつも報告された

ことから，建築物の維持管理に関し環境衛生上必要な事

項等を定めることにより，建築物における衛生的な環境

の確保をはかり，公衆衛生の向上及び増進に資すること

を目的として，１９７０年に制定された．この法律では，建

築物環境衛生管理基準を規定し，空気環境の調整，給水

および排水の管理，清掃，ねずみ・昆虫等の防除に関し，

環境衛生上良好な状態を維持するために必要な措置につ

いて定めた．そして，空気環境の調整に関する基準とし

ては，浮遊粉じん，一酸化炭素，二酸化炭素，温度，相

対湿度，気流に対して管理基準が設定された．また，

２００２年にはホルムアルデヒドの管理基準が追加された．

建築物環境衛生管理基準は，建築物内部の人工的な総

合環境を網羅した管理基準であり，この管理基準を遵守

するため，建築物の所有者は権原者として管理技術者を

選任し，管理項目に沿った維持管理を実施する義務が課

せられている．日本では，この法律の施行によって，

シックビルディング症候群の発生が抑えられてきたと考

えられている [１８]．しかし，温度，相対湿度，二酸化炭
素について，建築物衛生法の管理基準に適合しない特定

建築物の割合（不適率）が１９９９年頃から上昇傾向にあ

る [１９-２１]（図１）．

これまで日本では，シックビルディング症候群に関連

する要因について，受動喫煙と時間外労働との関係を示

唆する報告はあるが [２２]，シックビルディング症候群の
有症率や広範なリスク要因を調査した報告はほとんど見

あたらない．従って，近年の不適率の上昇傾向を鑑みれ

ば，日本におけるシックビルディング症候群の実態を把

握し，そのリスク要因を明らかにする必要がある．

V. 日本における実態調査

著者らは，事務所に勤務する従業員の健康状態と職場

環境等を調査し，オフィス環境に起因すると思われる症

状の実態と職場環境との関連性や建築物の維持管理上の

課題を明らかにするために，建築物の管理者や利用者に

対するアンケート調査を実施した [２３, ２４]．調査は，公
益社団法人全国ビルメンテナンス協会に加入する全国都

道府県の会員企業（約３,０００社）の本社・支社等の事務所
の管理者と従業員を対象とした．調査は２０１２年１月～３

月の冬期と２０１２年８月～１０月の夏期に実施した．調査票

は，米国環境保護庁，米国国立労働安全衛生研究所，欧

州共同研究によるシックビルディング症候群の質問票を

参照し，低湿度でのVDT作業，超微小粒子，微生物汚
染など近年懸念される諸問題や職業性ストレスを考慮し

た調査票を新たに作成した．

冬期は３１５件の企業の管理者（回収率６４.４％）及び
３,３３５人の従業員，夏期は３０７件の企業の管理者（回収率
６２.８％）及び３,０２４人の従業員から回答を得た．職場環境
に強い疑いのあるシックビルディング症候群に関連する

主症状の有症率は，冬期で非特異症状１４.４％，目の刺激
１２.１％，上気道症状８.９％，下気道症状０.８％，皮膚症状
４.５％であった．夏期ではそれぞれ１８.３％，１４.１％，６.７％，
０.９％，２.２％であった．図２に，冬期及び夏期における
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不
適
率 

図１　特定建築物における空気環境管理基準の不適率の年次推移（文献 [１９-２１] をもとに作成）



それぞれの詳細な症状の有症率と１９９０年代に実施された

米国BASE研究（１００建築物，４,３２６人）の有症率 [２５] を
示す．

１９９０年代の米国の大規模オフィスビルほど，２０１２年に

調査した日本の有症率は全体的に高くはなかった．しか

し，非特異症状で１６％前後，目の刺激で１３％前後，上気

道症状では８％前後の有症率であった．また，これらの

症状を少なくとも１つ有するものの割合は２５％であった．

従って，いまだにシックビルディング症候群の問題が日

本にも少なからず残っていることが明らかとなった．特

に，気が重い，の有症率はBASE研究よりも高く，のど

の渇きや痛み，皮膚の乾燥やかゆみについては，BASE
の有症率に迫る結果であった．のどの渇きや皮膚の乾燥

は，過乾燥と関係している可能性があり，建築物衛生法

の管理基準において，相対湿度の不適率が近年上昇して

いることとの関係が懸念される．

図３に過去４週間に従業員が感じた職場環境の状態を

示す．冬期は過乾燥と感じる従業員の割合が最も高く，

静電気の刺激を感じる従業員の割合も高かった．著者ら

が２００９年に実施した調査でも，相対湿度の冬期の不適率

は夏期の約２.５倍であり，冬期は低湿度傾向にある建物
の割合が多かった [２６]．静電気は低湿度下で発生しやす
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図３　過去４週間の職場環境（文献 [２３, ２４] から引用）

図２　各症状の有症率（文献 [２３-２５] をもとに作成）



く，カーペット歩行時の人体の帯電圧は相対湿度の上昇

とともに低下するが，人が静電気ショックを感じる限界

といわれる３kV程度に達するには，相対湿度４０～５０％ 
程度必要であると報告されている [２７]．
５つの主症状に関与するリスク要因について，多変量

解析を用いて解析した結果を表２に示す [２３, ２４]．冬期・
夏期ともに，温湿度環境，薬品・不快臭，ほこりや汚れ，

騒音などの環境要因とシックビルディング症候群に関連

する症状との関係が示唆された．さらに夏期では，カー

ペットの使用や３ヶ月以内の壁の塗装との関連性が示唆

された．建築物の維持管理項目では，冬期の湿度基準の

不適合と目の症状や上気道症状や皮膚症状，冷却加熱装

置の汚れと上気道症状との関連性が示唆された．また，

夏期の二酸化炭素基準の不適合と非特異症状との関連性

が示唆された．近年，温湿度や二酸化炭素の建築物環境

衛生管理基準の不適合率の増加が起こっているが，それ

を減少させることが，建築物の従業員の健康影響を防止

するうえで，今後の重要な課題であると考えられる．
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表２　シックビルディング症状群に関連するリスク要因の概要（文献[２３, ２４]をもとに作成）

リスク要因
症状

ストレス環境（作業，室内空気）建築物
目の刺激

・身体愁訴・寒すぎる・個別／中央併用方式の空調システム冬期
・乾きすぎる・湿度基準の不適合
・静電気の刺激
・エアコンの風

・仕事負担量・カーペットの使用・鉄道の近く夏期
・身体愁訴・コンピュータの使用

・薬品の使用a

・室温の変化
・乾きすぎる
・静電気の刺激
・不快な薬品臭a

非特異症状
・活気の低下・寒すぎる冬期
・イライラ感・乾きすぎる
・不安感・騒音
・身体愁訴・ほこりや汚れ
・対人ストレス・その他不快臭b

・イライラ感・勤務時間の長さ・二酸化炭素基準の不適合夏期
・抑うつ感・カーペットの使用

・空気の流れ不足・身体愁訴
・騒音
・その他不快臭b

上気道症状
・身体愁訴・乾きすぎ・冷却加熱装置の汚れ冬期

・ほこりや汚れ・湿度基準の不適合
・不快な薬品臭a，その他不快臭b

・職場の勤務者数の多さ
・身体愁訴・３ヶ月以内の壁の塗装・鉄道の近く夏期

・空気の流れ不足
・乾きすぎ
・エアコンの風
・不快な薬品a，その他不快臭b

下気道症状
仕事の適性度の低さ・室温の変化・鉄道の近く冬期

・騒音
・ほこりや汚れ夏期

皮膚症状
・疲労感・乾きすぎる・地下階数冬期
・身体愁訴・騒音・温度基準不適合

・その他不快臭b

・空気の流れ不足夏期
・乾きすぎ
・不快な薬品臭a

a 洗剤，接着剤，修正液，他の臭いのする薬品；b 体臭，食品臭，香水等



VI. おわりに

１９７０年代後半から１９８０年代前半にかけて，シックビル

ディング症候群の問題が指摘され，１９８０年代から１９９０年

代にかけて，欧米諸国を中心に多くの実態調査がなされ

た．米国環境保護庁は，大規模な商業ビル向けに，１９９１

年に建築物の所有者と管理者用の建築物空気質ガイド [２８]，
１９９７年にオフィスビル居住者の室内空気質ガイド [２９]，
１９９８年に建築物空気質行動計画 [３０]，２００２年には室内空
気質建築物教育評価モデル（I-BEAM）[３１] を発表し，
対策を進めてきた．日本では，１９７０年に施行された建築

物衛生法によって，シックビルディング症候群の発生が

抑えられてきたと考えられる．しかし，著者らの調査に

よると，１９９０年代の米国の大規模オフィスビルほどでは

ないが，日本でもシックビルディング症候群の問題が少

なからず残っており，温湿度環境，薬品や不快臭，ほこ

りや汚れ，騒音，居室の改装，温湿度や二酸化炭素の不

適合との関係等の可能性が示唆された．本結果はアン

ケート調査に基づく主観評価であることから，リスク要

因に関しては，室内環境質の測定等を含めたより詳細な

調査を行い，問題点を明らかにしたうえで，より一層の

対策を検討していく必要がある．
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